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計（05～09）
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令和令和 日から

軽減税率不適用
法 人 の 金 額

取り

　東京都では、eLTAX（エルタックス：地方税ポータルシステム）を通じて、インターネットを利用した電子申告、電子
申請・届出、電子納税を受け付けています。 eLTAX では、全ての都道府県・市区町村へ一括して電子納税を行うこ
とが可能です。納付方法は、ダイレクト納付やインターネットバンキング、クレジットカード又は ATM から選択でき
ます。

24120

　この納付書は法人が法人都民税・事業税及び地方法人特別税を納付する場合に使用するものです。東京都
では、納付確認を速やかに行うため、清算事業年度予納申告書（第８号様式）と納付書（第12号の 2様式）
を組み合わせ、必要事項をすべて印字したプレプリント用紙を作成していますので、それを使用してくだ
さい。

＊３枚全てに必要事項が記入されているかどうか確認してください。

Ｘ２ ０４ ０００６２９９９９９

X1 10 01 X2 09 30

６ ３ ０ ００
７ ０ ０００

１ ３ ０ ０３ ０

１ １ ０ ８ ０ ０

４ ８７ ００

１ ５ ８ ６ ００

１ ５ ８ ６ ０ ０

￥ ２ ９ １ ６ ００

①

② ④

⑤

⑥
X2 11 30 ⑦

03-5321-▲▲▲▲

163-8001

新宿区西新宿２－８－１

××商事㈱ ①

③

新宿 ⑧

欄は、この申告が修正申告である場合に記入してください。

申告期限が延長されている場合、印字がされていませんので、
納期限をご記入ください。

　プレプリント用紙以外の第12号の２様式（納付書）を使用する場合には、
上記の記載方法によるほか、以下の通り記載し、記入漏れや誤りがない
ように注意してください。

⑶下表を参照の上、事務所コードを必ずご記入ください。

　

2　納付書の記載方法

⑴

⑵

⑷

⑸
７

合計額欄の頭初には￥の記号をご記入ください。

提出期限

確定
事業年度（算定期間）
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　申告書、記載の手引の「各欄の
記載のしかた」及び「留意事項」
中の地方税別表及び法人税別表
の欄の番号や引用条項等は、申告
書及び手引の作成時期や適用事
業年度の違い等により、表記の番
号や引用条項等とずれが生じる場
合があります。その際は、必要な読
み替えをしていただきますようお願
いします。

合計
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　申告書、記載の手引の「各欄の
記載のしかた」及び「留意事項」
中の地方税別表及び法人税別表
の欄の番号や引用条項等は、申告
書及び手引の作成時期や適用事
業年度の違い等により、表記の番
号や引用条項等とずれが生じる場
合があります。その際は、必要な読
み替えをしていただきますようお願
いします。

合計
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⑬

⑲

　�の欄は、「欠損金額等及び災害損失欠損金額の控除明細書」（第6号様式別表9）の「当期
控除額④」の「計」の欄の金額を記載してください。



06-07共通_「第8号様式記載の手引」 20231102_Fujii

⑬

⑲

　�の欄は、「欠損金額等及び災害損失欠損金額の控除明細書」（第6号様式別表9）の「当期
控除額④」の「計」の欄の金額を記載してください。
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年800万円を超える
金　額

付加価値額総額

付 加 価 値 額

収入金額総額

収 入 金 額

既に納付の確定した当期分の残余財産の一部の分配又は引渡しに係る事業税額

42－43

既 に 納 付 の 確 定 し た 当 期 分 の 事 業 税 額

36＋39＋41又は37

この申告により納付すべき事業税額

合 計 事 業 税 額

◯

◯

◯

◯�

100

◯�所 得 割

収 入 割

◯�

◯�

4
5
の
内

◯�

◯�5
1
の
内

所 得 割 に 係 る
地方法人特別税額
収 入 割 に 係 る
地方法人特別税額

当期において残余財産の一部
の分配又は引渡しをした日

◯�

◯�

◯�

◯�

◯�

◯�

◯�

◯�

◯�

◯�

◯�

◯�

（ 49＋50 合　計　地　方　法　人　特　別　税　額

51－52

既に納付の確定した当期分の残余財産の一部の分配又は引渡しに係る地方法人特別税額

この申告により納付すべき地方法人特別税額

既に納付の確定した当期分の地方法人特別税額

55＋56－   

58－59   

債務免除等があった場合の欠損金額等の当期控除額

繰越欠損金額等又は災害損失金額の当期控除額

法第１５条の４の徴収猶予を受けようとする税額

外国の事業に帰属する所得以外の所得に対して課された外国法人税額

損 金 の 額 に 算 入 し た 所 得 税 額
所
得
金
額
の
計
算

所 得 金 額 差 引 計

仮 計

所 得 金 額 （ 法 人 税 の 明 細 書（ 別 表４ ）の（3 5 ））

関与税理士
署 名 押 印

22120－205

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④

③

②

①

法 人 税 割 額
（⑥又は⑦×　）

①＋②＋③＋④－⑤

100

課税標準となる法人税額

還付法人税額等の控除額

（使途秘匿金税額等）
法人税法の規定によっ
て 計 算 し た 法 人 税 額
法 人 税 法 第 6 8 条　（ 同 法 第
1 4 4 条 を 含 む ）　の 規 定 に よ
る 所 得 税 額 の 控 除 額
法 人 税 法 第 6 9 条 の 規 定 に
よ る 外 国 法 人 税 の 額 の 控
除 額
当期中の残余財産の一部の分配又は
引渡しの額のうち清算所得に相当す
る部分の金額に係る法人税相当額

2 以上の道府県に事務所又は
事業所を有する法人における
課 税 標 準 と な る 法 人 税 額

外国の法人税等の額の
控除額
利 子 割 額 の 控 除 額
（ 控 除 し た 金 額 ㉚ ）

⑭

⑬

⑫

⑪

⑬ ×

⑧ － ⑨ － ⑩

100

差 引 法 人 税 割 額

既に納付の確定した当期
分の法人税割額
当期中の残余財産の一部の分配又は
引渡しの額のうち清算所得に相当す
る部分の金額に係る法人税相当額

⑳

⑲

⑱

⑰

⑯

⑮

均

等

割

額

⑪－⑫－⑭

⑰－⑱

⑯
12円×

この申告により納付すべき
法人税割額

算定期間中において事務所
等を有していた月数

既に納付の確定した
当 期 分 の 均 等 割 額
この申告により納付
すべき均等割額

この申告により納付すべ
き都民税額　　　⑮＋⑲

◯㉘

◯㉗

◯㉖

◯㉕

◯㉔

◯㉓

◯㉒

◯㉑

㉕×

㉓×

㉑×
同 上 に 対 す る 税 額

100

同 上 に 対 す る 税 額
100

同 上 に 対 す る 税 額
100

⑬ の う ち 市 町 村 分

同 上 に 対 す る 税 額

⑬ の う ち 特 別 区 分

市町村分の課税標準額

特別区分の課税標準額

㉗×100

場
合
の
⑧
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

場
合
の
⑭
の
計
算

東
京
都
に
申
告
す
る

◯㉛

◯㉚

◯㉙に
関
す
る
計
算

利
子
割
額
の
控
除

（⑧－⑨と㉙のうち少ない額）

（控除されるべき額）
利 子 割 額

控除した金額

控除することができなかった
金額　㉙－㉚　

130001
6 1 0

00120－9－960610

（法人課税信託に係る受託法人の各事業年度の法人税額を課税標準とする都民税の法人
税割又は各事業年度の所得に対する事業税については、法人課税信託の名称を併記）

法
人
事
業
税
・
地
方
法
人
特
別
税

16
15

計

法
人
都
民
税

03
04

02
01

13
12

06

11
10
09
08
07

合 計 額

14

05

法人税割額
均等割額
延 滞 金

所得割額
付加価値割額
資本割額
収入割額
地方法人特別税額

延 滞 金
過少申告加算金
不申告加算金
重加算金

計（05～09）

計（10～14）

令和令和 日から

軽減税率不適用
法 人 の 金 額

取り

　東京都では、eLTAX（エルタックス：地方税ポータルシステム）を通じて、インターネットを利用した電子申告、電子
申請・届出、電子納税を受け付けています。 eLTAX では、全ての都道府県・市区町村へ一括して電子納税を行うこ
とが可能です。納付方法は、ダイレクト納付やインターネットバンキング、クレジットカード又は ATM から選択でき
ます。

24120

　この納付書は法人が法人都民税・事業税及び地方法人特別税を納付する場合に使用するものです。東京都
では、納付確認を速やかに行うため、清算事業年度予納申告書（第８号様式）と納付書（第12号の 2様式）
を組み合わせ、必要事項をすべて印字したプレプリント用紙を作成していますので、それを使用してくだ
さい。

＊３枚全てに必要事項が記入されているかどうか確認してください。

Ｘ２ ０４ ０００６２９９９９９

X1 10 01 X2 09 30

６ ３ ０ ００
７ ０ ０００

１ ３ ０ ０３ ０

１ １ ０ ８ ０ ０

４ ８７ ００

１ ５ ８ ６ ００

１ ５ ８ ６ ０ ０

￥ ２ ９ １ ６ ００

①

② ④

⑤

⑥
X2 11 30 ⑦

03-5321-▲▲▲▲

163-8001

新宿区西新宿２－８－１

××商事㈱ ①

③

新宿 ⑧

欄は、この申告が修正申告である場合に記入してください。

申告期限が延長されている場合、印字がされていませんので、
納期限をご記入ください。

　プレプリント用紙以外の第12号の２様式（納付書）を使用する場合には、
上記の記載方法によるほか、以下の通り記載し、記入漏れや誤りがない
ように注意してください。

⑶下表を参照の上、事務所コードを必ずご記入ください。

　

2　納付書の記載方法

⑴

⑵

⑷

⑸
７

合計額欄の頭初には￥の記号をご記入ください。

提出期限

確定
事業年度（算定期間）


